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個別分野の規制改革の進展について 

 

令和 5年 3月 2日 

事務局 

 これまでに進捗があった主な個別分野の規制改革等は以下の通り。 

 

１．リチウムイオン蓄電池を貯蔵する屋内貯蔵所の面積、階数、軒高等の制限の見直し 

要望：危険物規制の対象となる指定数量以上の車載用リチウムイオン蓄電池を貯蔵する屋内貯蔵所に係

る床面積（1,000m2以下）・階数（平屋建て）・軒高（６m未満等）・非危険物貯蔵の禁止等の制限

について、欧米とイコールフッティングな火災安全対策としてほしい。 

＜対応の内容：消防庁＞ 

消防庁による検証実験の結果、欧米で多く採用されているものと同等以上の放水性能を有するスプリン

クラー設備が設けられ、貯蔵方法も同等であれば、リチウムイオン蓄電池の火災を初期に消火すること

が可能であり、リチウムイオン蓄電池を貯蔵する屋内貯蔵所の面積、階数及び軒高の制限を緩和しても

火災安全性が確保されると考えられるとの報告がなされた（リチウムイオン蓄電池に係る火災予防上の

安全対策に関する検討報告書（令和 5年 2月））。今後必要な法令改正を行う。 

https://www.fdma.go.jp/singi_kento/kento/items/post-108/03/houkokusyo.pdf 

 

 

 

 

 

 

２．車載用リチウムイオン蓄電池に係る、指定数量の倍数を合算しない場合の明確化（必要な耐火性を

有する布で覆う場合）  

要望： 指定数量未満の車載用リチウムイオン蓄電池を複数貯蔵する場合において、当該蓄電池に火炎

の出入りがないような措置を講ずれば指定数量の倍数の合算をせず、かつ、離隔距離も設けるこ

となく保管できるようにしてほしい。 

＜対応の内容：消防庁＞ 

車載用リチウムイオン電池が一定の構造を有し、かつ、必要な耐火性を有する布で覆う措置を講じた指

定数量未満のリチウムイオン蓄電池を複数置く場合については、蓄電池ごとの指定数量の倍数を合算せ

ず、離隔距離も不要であることとし、令和 4年 12月 26日に各都道府県消防防災主管部長宛に通知を発

出済み。内容は以下のとおり 

https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/20221226_ki295.pdf 
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３．都市公園への再エネ導入目標 

 

要望： 都市公園は、太陽光が直接降り注ぐ広い面積を有する公の場所であり（全国の都市公園の面積

は、約 13万 haで国土面積の 0.3％を占める）、再生可能エネルギーの設置について、大きなポ

テンシャルを有している。しかし、現状で都市公園についての再生可能エネルギー導入に関する

目標がないことから、当該目標を策定・公表すべき。 

 

＜対応の内容：国土交通省＞ 

 国及び地方公共団体の都市公園の合計で、2030年において、17.4万ｋWの再生可能エネルギー発電設

備の導入を目標値とする旨を令和 4年 12 月に公表

（https://www.mlit.go.jp/crd/park/shisaku/ko_shisaku/kobetsu/torikumi.pdf）。 

 なお、この目標値は、都市公園内の設置可能な建築物、駐車場に設備を導入した場合の発電量を設置

ポテンシャルとして設定しているが、このポテンシャル分について、2050年を待たず、2030年時点で

達成する目標としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

3 
 

4．EV 用急速充電器の消防法の安全設備の解釈の統一などの通知発出 

要望： EVの急速充電器設置にあたって、消防法上の安全対策にかかる判断が各消防官区により異なる

ことでそれに合わせた充電器の仕様変更や手続きにコストがかかっており、急速充電器の普及の

面で支障となっているため統一化をしてほしい。 

 

＜対応の内容：消防庁＞ 

急速充電設備の設置にかかる消防法上の安全対策の解釈を明確にするため、令和 5年 2月 28日に各

都道府県消防防災主管部長宛の通知を発出済み。内容は、以下のとおり。 

https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/230228_yobou_126.pdf 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．急速充電器に係る、消防法上の対象火気設備規制における取扱いの見直し 

要望：現行の対象火気設備規制では、全出力が 200ｋＷを超える大出力の急速充電器は、「急速充電設

備」ではなく「変電設備」扱いとされているため、設備内に担当者以外の者が出入りできないなどの

設置の障壁が存在する。今後電気自動車の普及拡大に向けて、出力の上限を撤廃し、大出力の急速充

電器も「急速充電設備」扱いとしてほしい。 

 

＜対応の内容：消防庁＞ 

消防庁において、全出力が 200kW を超える急速充電設備の火災安全性に係る検討を行い、令和 5年 2月

21日付けで対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する条例の制定に

関する基準を定める省令を改正・公布した。これにより、従来「変電設備」として扱われていた出力

200kWを超える急速充電設備も「急速充電設備」として扱うこととした（施行は令和 5年 10月 1日予

定）。 

https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/a7016d7fb81925abb6c778071e4c795386b64999.pdf 
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６．EV用充電器を店舗敷地内等に設置した事業者及び設置場所の提供者が「地球温暖化対策計画書制

度」において評価される仕組みの構築  

 

要望： 地方公共団体が、域内の事業者に対して温室効果ガス排出量やその抑制方策等を盛り込んだ計

画書・報告書の策定と提出を求める「地球温暖化対策計画書制度」において、事業者による EV

充電器の設置を評価項目として新たに設定してほしい。このため、各地方公共団体が EV充電器

を設置した事業者を適切に評価できるよう、同制度のガイドライン等で EV充電器設置を評価項

目に加えたうえで、さらに好事例の共有等の必要な措置を講じてほしい。 

 

＜対応の内容：環境省＞ 

地球温暖化対策計画書制度では地方公共団体が、域内の事業者に対して温暖化対策計画書・報告書の策

定と提出を求め、計画と報告を通じて、温室効果ガスの排出抑制への計画的な取組を促す制度。（30都

道府県、13市･区で導入されている。(2019年 2月末時点)） 

この計画書の評価項目の望ましい項目例に新たに「事業所内・店舗敷地内への電気自動車用充電器の設

置」及び「充電サービス事業者への電気自動車用充電器の設置場所の提供」を設け、事例の紹介とし

て、EV 用充電器の設置に関する記載を地球温暖化対策計画書制度ガイドライン（令和 5年）へ反映済

み。内容は以下のとおり。 

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/download/keikakusyo.pdf 
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